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長が発信する言葉で決まっていくんだろうと思

いますし、やっぱり方向性をきちっと決めてい

ただいて、よりよい子供たちの教育を進めてい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いし

ます。 

 私の質問はこれで終わります。ありがとうご

ざいました。 

○平 進介議長 ここで昼食のため暫時休憩いた

します。再開は午後１時といたします。 

 

 

   午前１１時５８分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○平 進介議長 休憩前に復し、午前に引き続き

会議を再開いたします。 

 なお、ＹＢＣ山形放送記者から、テレビカメ

ラの使用について申請があり、許可いたしまし

たので、ご報告いたします。 

 市政一般に関する質問を続行いたします。 

 

 

 蒲生光男議員の質問 

 

 

○平 進介議長 次に、順位13番、議席番号15番、

蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 きょうで、私で13人目

ということで、市長も大変お疲れだと思います

けども、私の質問は内谷議員の質問から見れば

３分の１以下でございますんで、簡単に終わる

のではないかと思っております。 

 私の質問は２点なんですが、９月議会で質問

させていただきまして、消化不良みたいな状態

で終わってましたので、その引き続きをさせて

いただきます。 

 もう一点は、多くの議員が今回の15号、19号、

21号の台風等による災害避難の関係について質

問しておりますので、私もあわせてお聞きさせ

ていただきたいと思います。 

 まず１番目なんですけども、働き方改革関連

法案というのは施行されまして、大きくは残業

時間の原則つき上限規制ということがあるわけ

ですね。労働者の過労死等を防ぐために、残業

時間を原則月45時間かつ年360時間以内、繁忙

期であっても月100時間未満、年720時間以内に

するなどの上限が設けられ、これを超えると刑

事罰の適用もありますと。もう一点は、５日間

の有給取得の義務化、これは年10日以上の有給

休暇が発生している労働者に対しては、会社は

必ず５日の有給休暇を取得させなければならな

い義務を負うことになると。もう一点は同一労

働同一賃金の原則、正規、非正規の不合理な格

差をなくすために、判例で認められてきた同一

労働同一賃金の原則が法文化されますと。その

ほかにいろいろありまして、例えば高度プロフ

ェッショナル制度の創設ということについては、

国会でいろいろ議論になりましたんで、皆さん

のご記憶に新しいと思います。 

 私はこの中で、いわゆる有給休暇の義務化に

ついて、前回も質問させていただいているわけ

なんですけども、長井市職員にあっても、今回

の改正内容を踏まえ、働きやすい職場をつくり、

最高のパフォーマンスを得られるように配慮す

べきではないかという観点で質問するものでご

ざいます。 

 １つ目の質問として、管理職も含めた有給休

暇取得状況、働き方改革が叫ばれる一方、振り

かえ休暇の運用の実態はどうか。 

 それから、もう一点は、資格取得等で職員の

モチベーションを上げるという施策についてで

ございます。 

 まず、総務課長にお伺いいたしますが、９月

の答弁で、そもそも労働基準法は基本的には地

方公務員には適用されますが、公務の特殊性の
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観点から、企業職員を除き地方公務員は除外さ

れておりますと答弁されております。 

 この公務の特殊性からということについて、

どういうことが理由になっているのか。私はそ

んなに特殊なのかという一面も、私の頭の中に

ありますので、そのことについてお尋ねをした

いと思っております。 

 企業職員は、この働き方改革には該当すると

いうことになっておりますから、例えば職場の

全体的なローテーションはあるわけなんですね。

それを考えますと、基本的にはこれは全職員に

該当するというふうに思ってるんですけども、

まず、この点についてお聞かせください。 

○平 進介議長 渡邊恵子職員主幹。 

○渡邊恵子職員主幹 蒲生議員の質問にお答えし

ます。 

 議員ご指摘のとおり、労働基準法は地方公務

員、つまり市職員にも原則として適用されます

が、改正労働基準法第39条７項に定める年次有

給休暇の取得義務については、地方公務員法第

58条で、地方公務員は適用を除外することが明

記されています。ただし、水道事業などの業務

を担う企業職員の場合は、地方公営企業法の適

用により、逆にこの除外規定が該当せず、取得

義務の対象になります。地方公務員がこの規定

の除外とされた理由は明確には把握しておりま

せんが、労働基準法が原則適用されない国家公

務員とのバランスを考慮したものと考えられま

す。 

 ただ、除外とは言いましても、総務省等の通

知によりまして、５日以上の年休の取得につい

ては、公務員についても努力義務とされており

ますので、取得率の向上が求められることは十

分承知をしているところです。以上です。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 私の頭が悪いのか、あ

あ、そうですかと言うしかないんですけども、

まずわかりました。 

 では、次の質問に行きますけれども、前回は

管理職の有給休暇という、そういう問い合わせ

をしてなかったんですけれども、今回、管理職

も含めた全体的な有給休暇の取得がどうなって

いるのかということについてお聞かせをくださ

い。 

 今もありましたが、４月１日から有給休暇が

義務化、原則的にはされたと。10日間以上の有

給がある全ての労働者は最低５日の有給を消化

させなければならないとなっております。実態

としてどうかということであります。 

 ９月定例会の答弁では、平成29年の実績で

10.4日、平成30年は10.7日とわずかながら改善

をしておりますと。ちなみに、全国市町村の平

均は、平成28年データで10.2、年休の取得日数

も、生涯スポーツ課では7.5日、商工観光課で

は4.9日と少ないのが実態ですと。ですが、文

化生涯学習課においては、3.8日の有給休暇の

取得だったと、こういうことでございます。 

 平成30年度実績なんですけども、振りかえに

ついては、生涯スポーツ課11日、商工観光課

8.7日、いずれも30年度実績ということでござ

いました。 

 なお、この３つの課の名前を具体的に出して

おりますが、これは９月議会でも出しておる関

係で申し上げておりますので、それ以外の課に

ついては、これからは名前は出さないようにし

たいと思います。 

 改めてお伺いいたしますが、有給の取得率が

最も低い職場は、いわゆる3.8日ということで

ございましたが、今度は逆に最も取得している

職場は何日か、かつアベレージは何日かお答え

ください。 

○平 進介議長 渡邊恵子職員主幹。 

○渡邊恵子職員主幹 お答えいたします。 

 最も多く取得した職場は、平均14.3日となっ

ております。教育委員会等を含む全体での平均

は10日ほどとなっております。以上です。 
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○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 そうしますと、14.3と

3.8というのは、3.8倍ぐらい、有給休暇の取得

の割合で差が出てるということなんですけども、

こういう実態というのは、事前に把握されてい

ることなんでしょうか。各課の有給の状況とい

うのは、何らかの形で把握はされていると思う

んですが、こういうふうに差があるということ

についてはどうだったでしょうか。 

○平 進介議長 渡邊恵子職員主幹。 

○渡邊恵子職員主幹 お答えいたします。 

 職場によって、取得状況にばらつきがあるこ

とは承知をしているところです。以上です。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 だから、ばらつきは、

今申し上げたようにあるわけですよね。もっと

言えば、事前に資料をいただいておりますから、

管理職まで入れると25、そういうのをそれぞれ

の平均的な有給休暇の取得日数は出てございま

す。だから、ばらつきは、これはもちろんある

ことは申し上げたとおりなんですけれども、こ

れは承知していたかということを聞いてます。 

○平 進介議長 渡邊恵子職員主幹。 

○渡邊恵子職員主幹 お答えいたします。 

 職員の年休の取得実績については、毎年１月

ごろに各課の前年の取得の状況について把握を

しておるところで、その中で当然、日数の多い

職場、少ない職場というのは総務課のほうで把

握していることになります。以上です。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 そうすると、このばら

つきは把握していたということになりますと、

高い職場はあんまり文句は言えないわけですか

ら、極端に低い職場の有給取得の消化を促進す

るための総務部門としての指導といいますか、

どういうふうに言ったらいいかわかりませんけ

れども、そういうことが必要なんじゃないかと

私は思うんですけど、渡邊主幹にお聞きするの

もちょっと酷なんですけども、市長にかわって

答弁いただければと思うんですが、何か故意に

品質管理ってばらつきの管理って昔から言いま

すから、これどういうふうに平準化していくか

ということが管理の手法だと思うんですね。極

端に権利としてある有給休暇が取得できない状

態というのは、余り放置するべきではないとい

う観点からご質問してるわけなんですけれども、

やっぱりこれを何かもう少し平準化できるよう

に、指導なりをしていくべきではないかなとい

うふうに思うんですけど、市長、お願いします。 

○平 進介議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。やはり年間

を通じて時間外勤務が多い職場というのは、あ

る程度同じところが毎年多いのかなと思ってお

ります。ただ、その年によってさまざまな事業

の関係で増減はあるんですけども、やっぱりこ

れを解決するには、職員の増員しかないという

ふうに思っております。ただし、人口が減って

いく中で職員をふやすのはどうかという議論も

ございますし、一方で、私どもとすれば人口を

少しでも減らさないように、さまざまな施策を

展開すると、そういったときにはどうしても新

たな事業をせざるを得ませんので、したがって、

職員はふやしたいんですけれども、やはり現在

のところは10年前に策定した定員適正化計画と、

これは行革の委員会のほうからの上限等々もご

ざいましてやってますので、したがいまして、

蒲生議員おっしゃるのはごもっともなんですけ

ども、ある程度は決まってるわけですね、例え

ば文化生涯学習課なぜ多いか。土日出勤が多い、

したがいまして、土日出勤した部分をウイーク

デーに、勤務時間中に振りかえ休日をとると。

さらにそこに有給休暇をとりますと、多分事務

に支障が出るという判断から、自分の判断で我

慢しておられるのかもしれません。同じように、

商工観光課、やはり土日の特に祭り期間中とか、

そういった観光イベントのときなどは土日多い
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わけですから、したがいまして、これを解決す

るにはやはり職員をふやすしかないだろうとい

うふうに思っております。ただし、そうします

と人口が減っていく中で人件費がまた昔のよう

に増大するわけですから、私としての個人的な

悩みとしては、職員労働組合の交渉などもいた

しますけれども、職員労働組合からはやはり全

体で数十人ふやしてほしいと、積み上げがあり

ます。それは多分職員の皆さんがなかなか有給

休暇とりにくいと、だから自分が休んでも誰か

がかわってやれるような、そういう余裕のある

職員体制をというのが一番いい形だと思います

が、それと働き方改革というのはどういうふう

に整合をとっていくかですけども、有給休暇で

考えますと、やはりとれるだけの人員的な余裕

がないというのが実態だと私は考えております。

以上です。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 だと思うんですよね、

今、答弁あったとおり。とれないからなかなか

休みがとれにくくなってると、こういうことだ

と思うんですけども、かといって、その分を全

部新規の採用で賄っていくということもまた難

しいと、そういうジレンマにあることは私は百

も承知なんですけども、しかしながら、一方で

10日ぐらいはとってるわけですよ。平均的には

10.7と言ってるわけですから。管理職の取得状

況について、じゃあ教えてください。 

○平 進介議長 渡邊恵子職員主幹。 

○渡邊恵子職員主幹 お答えいたします。管理職

の前年の平均は8.7日となっています。以上で

す。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 管理職は8.7で、文化

生涯学習課が3.8、これはちょっと低過ぎると、

どう考えても。こういうふうに私は思うんです

ね。だからまず、最低そこら辺は目指すべきで

ないのかなと思っているわけなんですけれども、

なぜそれが有給の取得が進まないのかというこ

とについては、直ちにここでこういう理由だと

いうふうに一、二行で回答できるような、そう

いう簡単なものではないと思います。事業の特

殊性だったり、労務構成だったり、さまざまあ

ると思いますので、だからこれは問題提起をし

ておきますので、これ何とかもう少し3.8なん

て言わずに、8.7ぐらい、管理職の平均ぐらい

までは消化できるように努力をして、工夫をし

ていただきたいものだということを申し上げて

おきたいと思っております。 

 ９月議会で、商工観光課の日数について4.9

日だというお話あったんですけども、何か再調

査をした結果、5.6日になっているということ

だったんですけども、この違いがなぜあったの

かについて、もう一遍、渡邊主幹から説明くだ

さい。 

○平 進介議長 渡邊恵子職員主幹。 

○渡邊恵子職員主幹 お答えいたします。前回答

弁させていただいた4.9日という数値は、商工

観光課づけの派遣職員、それから育児休暇中の

職員を含めた数値となっておりました。今回お

示しした5.6日という数値は、これらの職員を

除いた数値となっております。以上です。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 わかりました。それで、

振休について質問させていただきますが、振り

かえ休日が消化できないというのは、まず問題

だなというふうに思っているわけなんですけど

も、この振りかえ休日というのは、どういう場

合に発生するのか。例えば特別休暇という制度

もある、それから年次有給休暇もある、今度は

振りかえもさらにあるということは、例えばど

ういう場合にこれは振りかえだとなるのでしょ

うか。これは渡邊主幹、いかがでしょうか。 

○平 進介議長 渡邊恵子職員主幹。 

○渡邊恵子職員主幹 お答えします。振りかえ休

日というのは、土曜、日曜のいわゆる週休日に
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業務を命じた場合に、その土曜、日曜にかわっ

て休んでいただいて、１週間の業務の時間を

38.75時間というふうにするという前提で振り

かえ休日というのを職員に与えているものです。

以上です。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 土日のイベント等で出

ざるを得ない職場はどうしても振休が多くなる

と、こういう理解でよろしいわけですね。 

 この振りかえ休日は、それでは全部消化され

ておりますか。私は全員に聞いたわけじゃない

んですけども、それも消化できないんですよと

いう声もあったもんですから、それは実態とし

てどうでしょうか。 

○平 進介議長 渡邊恵子職員主幹。 

○渡邊恵子職員主幹 お答えいたします。例えば

先ほどありましたように、文化生涯学習課や生

涯スポーツ課、商工観光課などについては、ご

指摘のとおり土日開催の大会やイベントへの対

応のため時間外勤務が多い一方、年休の平均日

数も少ない状況です。週休日の振りかえについ

ては、できるだけ時間を置かずに取得できるよ

う各所属長が配慮しているところではあります

けれども、振りかえ休日の消化は完全にはでき

ない場合もあるというのが実情でございます。

以上です。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 ここでは振りかえ休日

は完全に消化していただくように、とにかくそ

ういう配慮をしていただきたいと言う以外ない

んですけども、その前にというか、この有給の

ほかに特別休暇という制度もございますよね、

条例上定まっている７月から９月までの間に３

日とるということのほかに、夏季、冬季で６日

間合わせて、特別休暇というのは９日間存在す

るということだったんですけども、この特別休

暇は、それでは完全消化されているんでしょう

か。どうでしょう。 

○平 進介議長 渡邊恵子職員主幹。 

○渡邊恵子職員主幹 お答えいたします。特別休

暇についても100％という状況ではないという

事情を把握しております。以上です。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 100％ではないという

ことなんですけども、じゃあどのぐらい、３分

の２はいってる、半分しかいかない、そこら辺

はいかがですか。 

○平 進介議長 渡邊恵子職員主幹。 

○渡邊恵子職員主幹 お答えいたします。現在手

元に特別休暇の取得日数についての職員一人一

人のデータは持ち合わせておりませんので、詳

しい答弁はできませんが、特別休暇については

目的に応じて取得するものということで、特に

理由を限定しない年次有給休暇よりは当然取得

率は高いというふうになっているかと思います。

８割方の職員は、特別休暇については取得して

いるものと考えております。以上です。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 市長が首を振ってます

から、７割ぐらいしかいってないのかもしれま

せんね。 

  もっといってますか、逆の首振り。そうです

か、じゃあ８割５分ぐらいいってるんですね。

だとすれば、よっぽど安堵感あるんですけども、

その条例上定まっているものもとれない、それ

から職務専念義務免除を６日間もとれない、有

給休暇も3.8しかいかない。そして振休も消化

されないとなると、やっぱりちょっと問題だな

と思うんですね。ここら辺はこれ以上申し上げ

ませんけれども、ぜひこれを解消するように、

これから管理職皆さん全員の共通の課題だと思

いますので、配慮をしていただければなと思い

ます。 

 ９月議会で、失効する休暇について買い上げ

したらどうだっていうふうにお話し申し上げま

した。買い上げについては、民間企業では労使
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の間で合意すればそういうことをやってるとこ

ろもありますし、さまざまな手法はあると思う

んですけども、自治体の中ではなかなかそれは

難しいと、前回答弁ありましたんで、それはそ

うかなと思っております。ただ、これを仕方が

ないんだということで、見て見ぬふりをするっ

ていう言い方は語弊あるんですけども、それで

はちょっと違うんじゃないかなというふうに思

うんですよ。そこで、職員のモチベーションを

上げるっていう施策を積極的にやる、それにか

わる手法としてそういったことをやってったら

どうかなというふうに、私提案をするわけなん

ですけども、どこの職場にもそうなんですけど、

仕事によって必然的に必要とされる資格という

のがあるかと思います。それとは別に自己啓発

の一環として、さまざまな資格を持っている人

もいらっしゃいますよね。趣味で取っている人

ももしかするといるかもしれませんが、人生の

目標の一環として資格を取得している、そうい

う直接的に仕事にかかわりのない場合であって

も、努力をして取得した資格等に対して報奨制

度をつくったらどうだと提案するわけなんです

が、報奨制度の中身については労をねぎらうよ

うな程度のものからさまざまあろうかと思いま

すけれども、そういうようなことで、少しは報

いてやるというような代替になるのかどうかな

んですけども、そういう検討したらどうかなと

いうふうに思ってるんですけども、市長のお考

えをお聞かせください。 

○平 進介議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 職員が職務に必要な資格の取得

というのは、長井市役所の場合はないわけでは

ないんですが、ほとんどないというふうに思っ

ております。もし必要な場合は、これは市のほ

うで講習費用とか、あと試験代とか、そういっ

たところなどの免除なども、これはあり得ると

思っております。ただ、個人の取られた資格、

それが業務に資するものでない場合は、これは

やはりその方の、例えば定年後こういった仕事

したいからって自主的に取られている方もいら

っしゃいますし、そういったところについては、

ケースによっては職務義務免除みたいな形で、

その研修のときは勤務扱いで行っていいよとい

うケースもあるかと思います。ただ、手当を出

すっていうのは、基本的にやはり手当等々につ

いては地方公務員法等々で定められたもの以外

は出せないという決まりがございますので、な

かなか蒲生議員のご提言も大変ありがたいんで

すが、正直なところかなり厳しいのかなと、そ

れぐらい私ども地方公務員も市民の皆様の納め

ていただいた税金で、やっぱり生活をさせてい

ただいてるということでの重みだというふうに

思っておりますので、明確な理由がないとなか

なかさまざまなモチベーションを上げるためと

はいえ、個人的なものについては支援するとい

うのは原則厳しいのかなというふうに思ってお

ります。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 地方公務員にあっては

難しいというのは私もよくわかります。ただ、

民間の場合ですと、例えば自主的に社会貢献の

ボランティアをした場合、人事考課上、何か少

しプラスがあるとか、さまざまなそういう加点

制度ってありますよね。だから要はお金じゃな

くて、やる気を促す、モチベーションを上げる

ための方策の一環というふうに捉えていただけ

ればいいわけですけれども、これでなければな

らないということは申し上げてるつもりはあり

ませんので、ぜひそういった、例えば確かに業

務には直接関係ないけれども、自分としてはこ

ういうことを目標で、この資格を取りたいので、

この日は休ませてほしいというようなケースが

あれば、今、市長がおっしゃられたように、そ

の便宜を図ってやる、それも一つの方法だと思

いますので、ぜひ前向きに検討していただけれ

ばと思っておりますので、よろしくお願いいた
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します。 

○平 進介議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 蒲生議員からご提議いただいた

件につきまして、改めて来年度あたりからどう

いったことの評価をできるかということは検討

してまいりたいと思いますが、現在は、例えば

かつては難しかった消防団員というのがだめだ

ったんですね。ところが震災以降特に進められ

まして、その前から地方公務員法も、いわゆる

兼務みたいなことで若干報酬がありますので、

そういったことで認められなかったんですが、

そういったものにも職員のほうで率先して地元

の消防団として活躍する職員もおりますし、ま

た以前から地域活動ということで、地元の公民

館活動であったり、あるいはボランティアであ

ったり、そういったところで自分の時間で地域

のために頑張ってる職員などおります。そうい

ったところは直接公務員としての手当とか、そ

ういったものはないんですが、一方で人事評価

の面で、いわゆる評価をして勤務状況もよかっ

たら、やっぱり昇任の部分で認めるというよう

なことは従来から行ってきたと思っております。

以上です。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 世の中まさに縮小時代

ということで、徐々に徐々にふえてくるときは

何の心配も要らないわけなんですけど、この

徐々に徐々に減ってくるような時代になりまし

たから、この中でどういうふうにして効率的に

やっていくかという大きい課題に直面してると

思うんですけどね。今、最後に答弁いただいた

ことも含めて、ぜひお願いをしたいもんだなと

いうふうに思っております。 

 ちょうど30分切りましたんで、次の質問に参

りますが、予測不能の災害が多発しているとい

うことで、この災害関連についてお聞かせをい

ただきます。５日の日、ＮＨＫで衝撃的なニュ

ースを見ました。12月２日からスペイン・マド

リードで開催されているＣＯＰ25で、ドイツの

環境ＮＧＯは、去年１年間に異常気象で世界で

最も深刻な被害を受けたのは、記録的な豪雨や

猛暑に見舞われた日本だったとする分析を発表

し、温暖化対策の強化を呼びかけました。また、

８日、おとといですね、サンデーモーニングで

同様の報道がありましてですね。その中で、環

境ストレスっていうのは最も脆弱なところに来

ると、発展途上だったり、子供、老人だったり

っていうようなことがありました。熱波や干ば

つ、洪水などによる世界各国の被害を分析して

いるＮＧＯは日本だと言ってるわけなんですけ

ども、これは2018年の話なんで、2019年度につ

いてはどうだと、もっとひどいんじゃないかと

思うんですね。それで、長井市としても災害に

対する備えをどういうふうにしていくか、総括

的に言えば総合的にもう一回、一からいろんな

項目を見直していくべき時期に来たんじゃない

のかなと思っているところです。議会でも、市

民との意見交換会がありましたが、私は３班で

中央地区との交換会に行ったんですけども、そ

の８割方、意見は全部災害に関することでした。 

 まず、一番最初の項目でお聞かせをいただき

ます。自治体間の応援協定とは別に、民間レベ

ルの協定を行うべきではないかという質問なん

ですけども、この質問をしてから、いろいろい

ろいろ調べたら、もうほとんど協定をなされて

いるわけなんですね。35団体との防災協定関係

を結んでいることがわかりました。市町村関係

でも、平成７年締結の大規模災害時の山形県市

町村広域相互応援協定、平成９年の福島・宮

城・山形広域圏災害時相互応援協定、平成９年

締結、姉妹都市の災害時における相互応援協定、

平成11年フラワー都市交流連絡協議会災害時相

互応援に関する協定、そして12年、全国市町村

あやめサミット連絡協議会の災害時における相

互応援協定、そのほか白石、掛川、大田、東村

山、そのほか電気、ガス、水にかかわる全ての
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協定がなされていることがわかりました。 

 ここでもう一つ、これも必要なのではないか

ということでご質問をするわけなんですが、今、

24時間常時明かりがついてるっていえばコンビ

ニ業界になるわけなんですけども、コンビニ業

界との協定ももう一つこれに加えるべきではな

いのかなということなんですけど、これについ

て市長の見解をお願いいたします。 

○平 進介議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 蒲生議員おっしゃるように、も

う明らかに気候は変わってると、地殻変動、地

殻活動も変わってるというのは、私は随分前か

ら認識しておりまして、今はあんまりそういう

協定は私どもでは頻繁には行ってないんですが、

早い時期に、ほかのところでやってないような

協定を結んでます。その一つが、生活クラブや

まがたさん、生協さんとの提携、これは東日本

大震災の前にお願いしてたんですね。議員から

もあったように、いろんなところとしておりま

すが、ただ民間とはもっともっとやはり連携で

きるところはしていかなきゃいけないと思って

ます。ご提言いただきましたコンビニの、いわ

ゆる全国チェーンの有名コンビニとの連携協定

というのも、おっしゃるように非常にいざとい

うときには心強いものだなと思っております。

山形県内の35市町村では、酒田市だけがたしか

結んでるんだそうですが、やはり難しいのはこ

のチェーンで、フランチャイズが多いわけです

ね、地元は。ですから、本社のほうの了解を得

なきゃいけないということの、ちょっとハード

ルの高さがあって進んでないというふうには思

うんですが、私どもとしても、特にある某大手

のコンビニチェーンはおきたま産のはえぬきを

使ったおにぎりが主力だと聞いておりますんで、

そういったところから、例えばＪＡおきたまさ

んなんかからもご協賛いただいて、そういった

チェーンの本部のほうにお願いして、ぜひ今後

検討してまいりたいと思いますし、それ以外に

もさまざまなものがまだまだ考えられますので、

やっぱり連携協定を結んでおくことにマイナス

はないわけで、必ずプラスプラスで、より市民

の安全を、命を守るために必要だと思いますん

で、前向きに検討したいと思います。以上です。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 今、コンビニもいろん

な形態のコンビニがありますよね。例えば、こ

れいいなと思ったのが、もとさわのファミリー

マートがＪＡと一緒になって、農産物とか生鮮

品も一緒に売ってますよね。例えばああいうの

んがぽろんぽろんとあれば、何も必ずしも大き

いスーパーでなくたってもいいわけですから、

そういう時代の流れっていいますか、時代のニ

ーズにうまく乗ってるようなケースだと思うん

ですね。ですので、コンビニもやっぱりそうい

う世の中のさまざまなニーズに応えようとする、

そういうものがあると思うんですよ。ぜひそれ

はこれから検討していただいて、そういうふう

にしていただくようにお願いしたいもんだなと

思います。 

 次なんですけども、いざというとき給水の手

配が手薄ではないかということについてお聞か

せください。実は長井マラソンのときに、私は

あちこちの給水場の物品の運搬だったり、さま

ざまな対応をしておりましたんで、そのときに

五十川の設備屋さんのダンプに給水タンクを載

せた給水車が来たんですよ。あれ、設備屋で給

水車を持ってんのかなって思ったら、そうじゃ

なくて給水タンクは長井市のもので、よく聞い

たら、長井市に給水車はないんだと、こういう

お話だったんで、えっと思ったんですよね。い

ざというときにやっぱり給水車は必要なのでは

ないかということで、これまで給水車を備えよ

うと、具体的な行動がとれていなかったわけな

んですが、それはなぜかということと。それか

ら、給水車って、ちょっと調べますと重力式だ

ったり加圧式とかっていうふうに２種類ぐらい
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あるようなんですけども、重力式は、ただ自然

のあれで落とすだけだから安いんだろうなと思

っているわけなんですけども、備えていくべき

ではないかと、水道事業所さんはお金持ちです

ので備えたら、２台ぐらいあればいいのかなと

いうふうに思うんですけども、そこら辺につい

て、市長の見解をお聞かせください。 

○平 進介議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 蒲生議員おっしゃるように、私

も東日本大震災で、多賀城に給水車を派遣する

といったときに、タンクだったもんでびっくり

しました。知らなかったんです。上下水道協同

組合さんと連携して、長井市の場合は民間の力

をお借りしながら、いざというときには対応し

ていたわけですが、山形県の中で長井市内は大

体、いわゆる浄水場の配水の水道が大部分のは

ずです。ところが長井市は地下水なもんですか

ら、基本的にいわゆる埋設管の破裂はあるかも

しれませんけども、給水がとまるっていうこと

はよほどのことない限りないだろうっていう、

先人の皆様の判断なんだろうなっていうふうに

思ってます。いわゆる自家発電で電源がとまっ

ても基本的には最低３日間は何もしないで供給

できる、そして足りなくなったら長井市のいわ

ゆる燃料等の卸組合さんと連携協定を結んでい

るわけですから、そこから優先的に、最優先に

重油等々を供給してもらえるということから、

多分給水車は要らないだろうと、ただし、いざ

というときのために給水タンクだけは用意した

というのが今までだと思います。 

 私も、蒲生議員おっしゃるように必要だとは

思ってるんですが、あんまり言わずにきたんで

す。それはなぜかというと、給水人口がどんど

ん減ってるもんですから、それといわゆる耐震

管に変えなきゃいけないっていう水道事業の今

後のさまざまな工事費がかさむ、そうするとい

ずれどっかで水を値上げしなきゃいけなくなる

と、これはできるだけ避けたいと、ですから、

割とシビアに最低限でずっと来たっていうのが

今までなんですが、ただ、いろいろ調べてみま

したら、やっぱり重力式というやつと加圧式で

したっけ、加圧ポンプを備えているやつ、13市

の中ではほとんどのところで給水車を持ってる

と、当然だと思います。私どもは要らないって

いう判断なんですね。金額も４トン車で1,500

万円、一千五、六百万円だということなので、

いや、それぐらいだったら大丈夫かなと、です

から、給水タンク２つあるわけですけど、それ

に加えて４トンの給水車２台ぐらい計画的に購

入して、いざというときより、まさかというと

きのために備えておく必要があるのかなと考え

ているところです。ありがとうございました。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 まさかという坂がある

という、小泉純一郎さんが言ってましたですね。

本当に備えあれば憂いなし、安全に関しては石

橋を叩いて渡っても、決して損はないと思いま

すので、ぜひこれを整備していただければあり

がたいなと思っております。 

 次に、総務課長のほうにお尋ねをいたします。

防災ラジオ、今回10月の12日、最上川の堤防の

決壊のおそれありということで、大分真夜中に

びんびん鳴りましたですよね。私もびっくりし

て何度も起きたんですけども、あんまりうるさ

いもんだから、防災ラジオの電源まるっと切っ

てたと、そして地区長から、最上川の堤防決壊

のおそれあるから大至急逃げろって電話来て、

やっとわかったっていう、日の出町の友人なん

かいたんですけども、この防災ラジオを何のた

めに配布したか、役割等考えますと、うるさい

かもしれないけれども、常時やっぱり防災ラジ

オはオンにしとくということを、繰り返し繰り

返し啓蒙をしていくべきでないのかなと思うん

ですね。きのうの答弁だったですかね、防災ラ

ジオまだ未普及の件数大分残ってるということ

があったもんですから、防災ラジオをオンにす
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る前にまず防災ラジオを全部に行き渡るように

しなきゃいけないんだなというふうに第一義に

思ってるところなんですけれども、ぜひこれの

啓蒙について、危機管理主幹のほうのお考えを

お聞かせください。 

○平 進介議長 渋谷和志危機管理主幹。 

○渋谷和志危機管理主幹 お答えいたします。昨

日答弁させていただいたとおり、まだまだ世帯

としては、防災ラジオが普及されておりません

で、無償貸与ということでなるべく市民の皆様

のご負担にならないようにということで啓蒙を

しているんですが、それでもこういった状況で

あるということは、大変残念だということでは

考えております。ただ、今回災害起きてから60

数台とりに来られた方がいらっしゃるというこ

ともありますので、今後ともホームページとか

市報とか、機会を見つけて啓蒙していきたいと

いうふうに考えております。ただ、防災ラジオ

だけでなくて、今、携帯なんかにも緊急情報と

かいろいろな媒体入ってくるので、まずもって、

例えば防災ラジオしかもう情報源がないなんて

いうようなご家庭もあるかもしれませんので、

なおそういうご家庭にもなるべく防災ラジオを、

無償ですのでもらいに来てくださいということ

で広報したいと思います。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 スマホ持ってて、防災

ラジオ入っててという人は心配ないと言えば心

配ないかもしれませんが、これは繰り返し繰り

返し啓蒙して、やっぱりたかをくくんないとい

う生活習慣を構築しなきゃいけないんじゃない

のかなというふうに思うんですよね。各地区の

地区長さんに言えば、どの世帯で入ってるかと

いうのは把握できていると思いますので、やっ

ぱりそこら辺を通じて啓蒙していっていただき

たいなというふうに思っております。 

 台風15号で、千葉県にとってとてつもない被

害が発生しました。私の常識では、千葉の房総

は気候温暖で、１月の下旬から菜の花が咲いて、

あんなに住みやすい場所はないと思ってたんで

すね。ところが今回の15号の杉の木の倒木など

で、停電の日数が非常に長きにわたるっていう

ことで、なぜこんなに被害が大きくなったか、

その一つに、杉の木の倒木があったと、これは

林業の衰退によって、いわゆる溝腐病を蔓延す

る倒木があったと、木の真ん中が腐るもんです

から、耐久性が悪くなって倒れると。昔、林業

が盛んなころは植林から始まって、下刈り、間

伐、枝払い、こういうふうに手がずっと行き届

いてたわけですよね。それが、林業では生業と

して成り立たなくなったということから、放置

されてきて、そのツケが回ったという指摘があ

りましたけれども、これは一面で言えば、野川

の河川敷のあの雑木にも同じことが言えるなと

思っております。昔、谷地橋で野川をずっと見

ると発電所のほうまで丸見えだったんですよ。

今は全く見えませんからね。これが、例えば朝

日山系に大量の雨が降って、どおっと流れ込ん

でくると、河川敷に生えている柳だとか、ああ

いう半貫だとかというのは根が浅いですから必

ず流れます。そうすると、橋の欄干にこれが、

みんなひっかかって、近隣に越水の被害が起き

るということが、今までのこの事例を見てもも

う明らかなわけですので、こういうことがない

ように、やっぱりしていかなきゃいけないとい

うことだろうと思います。 

 これは、テレビの中であったんですけども、

あるところの自主防災組織が行政頼みではだめ

だということで、いろいろどうすればいいかと

いうことを再点検をしたと、その結果、緊急時

に住民に知らせる一番いい方法はサイレンだと

いう結論に至ったというふうに言ってたんです

ね。そう言われてみると、昔、赤間商工観光課

長の、下のほうにサイレンがあったんですよ、

時々野川のダムの放流がありましたから、その

ときにサイレンがわあっと鳴ったんですね。そ
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したら水が流れてきたと、危険を知らせること

だったんですけども、やっぱりサイレンで危険

を知らせるっていうやり方は非常に有効的な手

段だなというふうに私思ってるんですけども、

ここら辺も含めて、これからの対応策について

も検討してほしいもんだなというふうに思いま

すけれども、総務課長、もう一度。 

○平 進介議長 渋谷和志危機管理主幹。 

○渋谷和志危機管理主幹 お答えいたします。サ

イレンについては、消防本部と庁舎の２階に２

カ所設置しておりまして、中央地区の炎上火災

の際にサイレン鳴らしておるところですが、サ

イレンって結局は何で緊急だということで情報

提供できない状態なわけです。なので、長井市

としては、まず家の中にいる方については防災

ラジオでと、あと携帯などのサイマル放送で受

信していただく、あと日中とか屋外にいる方に

ついては、市内61カ所に設置してある屋外拡声

機、そちらのほうで注意喚起をしますので、何

かしら緊急事態が起きているんだと、そういっ

たような認識をしていただいて、そういうふう

ないろんな機会で情報がとられるようにしてい

るような状態でございます。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 確かに、ただサイレン

鳴らしたって、いいっていうもんでないごでね、

ですので、本当に緊急を要する場合のサイレン

の鳴らし方っていうのもあるんだろうと思うん

ですよ。そこら辺は今すぐサイレン鳴らせなん

てこと言ってるわけじゃなくて、一つの急の状

態を知らせる場合にサイレンの活用っていう手

がもう一度見直されていいのではないかという

ことで検討いただければなと思っております。 

 あともう一つは、命は自分で守るという観点

から言いますと、まずベッドの枕元に最低限度

シューズとヘルメットは備えるべきではないか

と、この間の衆議院の国会の中で、何か携帯用

のヘルメットをかぶる訓練なのかどうなのかわ

かりませんがやってましたですよね。議会でそ

れをしようなんてこと言ってるわけじゃないで

すけれども、頭と足、これを守んないと、まず

どうにもなんないと思うんですけれども、そう

いうこれも啓蒙だと思うんですけども、それを

やっぱり長井市としてやっていくべきではない

かというのが質問なんですが、総務課長の答弁

お願いします。 

○平 進介議長 渋谷和志危機管理主幹。 

○渋谷和志危機管理主幹 私も国会で折り畳み式

のヘルメットだったと思うんですけども、かぶ

っていたのを見たことがございます。確かに蒲

生議員おっしゃるとおり、寝床とか、非常持ち

出し品とか置いとくっていうのは最善の方法だ

と思います。というのは、やはり地震あった場

合、１階が潰れるわけですので、やっぱり２階、

皆さん寝てらっしゃると思うので、２階の自分

の寝てるところに非常持ち出し品とか、そうい

ったシューズ、あとヘルメット、逃げていく際

に必ず使うものなんかを置いとくっていうのは、

それは最善な自助の部分で必要だというふうに

思っております。 

○平 進介議長 15番、蒲生光男議員。 

○１５番 蒲生光男議員 それをやっぱり日常的

なこととして、自分の身の一部として、とっさ

にそれが行動に移せるようにならなきゃ何の意

味もなさないと思いますので、ぜひこれを、繰

り返し繰り返し啓蒙していくという以外にない

のかなと思います。 

 私の家にも３万何ぼ出して、緊急時の何とか

キットみたいな、通販で買ったんですよ、です

けどそれ物置にありました、この間。話になん

ないと思いまして、引っ張り出してきたんです

けども、私もそういう状態ですので、人にあん

まり大きいことは言えないんですけども、やっ

ぱり自分の命は自分で守る、これが何と言って

も第一義ですので、そのほか足りないところは

公的な施設がいろいろな形でバックアップをし
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ていくということで、ぜひやっていかなきゃい

けないんじゃないかなというふうに思っている

ところです。これからどんな災害が来るとも限

りませんし、本当に大変な時代になったなとい

うふうに思うわけなんですけれども、ぜひ市一

丸となって総合的な防災対策にいってほしいも

んだなというふうに思いまして、以上で質問を

終わります。 

 大変拙い質問で済みませんでした。もっと早

く終わる予定だったんですが、ぎりぎりかかっ

てしまって、済みません。 

 

 

 小関秀一議員の質問 

 

 

○平 進介議長 次に、順位14番、議席番号13番、

小関秀一議員。 

○１３番 小関秀一議員 平和で穏やかな市民の

暮らしを目指して、12月議会の一般質問をさせ

ていただきます。風邪で美声が壊れております

ので、申しわけございませんが、ご容赦をいた

だいて、早速、項目がいっぱいあるというふう

におしかりをいただきましたので、簡潔に質問

し、簡潔に回答をいただきたいと思います。 

 まず最初、時節柄というか、最近とみに交通

安全の事故、事件等が多く報道されております。

あおり運転から高齢者のアクセルの踏み間違い、

あとさらには高速道路の逆走まであるというふ

うなこともありますので、非常に心痛めておる

わけですが、11月29日には第３回の長井市交通

安全市民大会、プラザでありまして、議長代理

で出席をさせていただきました。２回目の出席

だったわけですが、特に私、これも前の質問の

ときも申し上げましたが、日本一歩行者に優し

い運転を呼びかける長井市になってほしいなと、

宣言も含めて、だとやっぱり常に歩行者を気に

してスピードは上げないという心構えの運転が

必要かなというふうなことを思います。また

前々回の質問で、死亡事故が多発した百間道路

の、特に夕暮れどきなんかも暗くて見えないと

いうふうなことの質問で、百間道路の街路灯の

増設など対応を進めていただいておるというこ

とについては感謝を申し上げまして、質問に入

ります。 

 長井市の市営バスの運行の成果と課題という

ふうなことであります。これ昔から伊佐沢、西

根地区の住民主導のバス、プラスというふうな

ことで、現在５路線運行してるわけですが、各

コースの乗車率の推移、できれば３年、５年と

いうスパンの中で乗車率がどうなってきたのか、

あとあわせてフラワー長井線との乗り継ぎ状況

というのは、今の時間帯で時刻表の中でどうい

うふうになっているのか、わかりましたらば、

地域づくり推進課長にお尋ねを申し上げます。 

○平 進介議長 答弁者の皆さんに申し上げます。

質問事項が多くなっておりますので、答弁につ

きましては簡潔にお願いいたします。 

 新野弘明地域づくり推進課長。 

○新野弘明地域づくり推進課長 お答えいたしま

す。まず、伊佐沢地区、西根地区の住民主導で

運行していましたバスにつきましては、西根バ

スにつきましては平成８年度から、伊佐沢バス

につきましては平成26年度から路線を引き継ぎ

形で、長井市営バスとして運行開始しておりま

す。26年度のタイミングで、議員からありまし

たとおり全バス路線見直しを行いまして、現在

のバス５台の体制がスタートしております。ス

タート時点におきましては、各地区と中央地区

を結びまして、中央地区の長井市役所前で乗り

かえするハブ化運行を採用してまいりました。 

（「乗車率・・・」と呼ぶ者あり） 

○新野弘明地域づくり推進課長 乗車率でござい

ますが、今のバス路線で見直ししておりますん

で、平成28年と30年の比較を申し上げます。西

根バスにつきましては、28年度が１万122、30


